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はじめに 

 国際収支の発展段階説（以下、段階説）は、国際収支が経済の発展段階に応じて特有な変遷を辿るという

説である。これまで、イギリス、アメリカ、ドイツ、日本については、国際収支の発展段階が当て嵌められ

てきた。しかし、今日の経済状況において、また途上国の国際収支に対して、段階説は妥当性をもつのか。

少なくともこの説がよく妥当するのは、世界市場レベルの資本活動の本格的自由化や金融の国際化が行われ

る以前であり、しかも技術革新などを通して工業に発展契機をもつ先進諸国であった。 

 本稿は、現代の経済グローバル化における段階説の妥当性を探ることを目的とする。なお、本稿では、変

動相場制以降の国際収支変化を対象とする。 

第１章 国際収支の発展段階説の概要 

 段階説は国内の貯蓄と投資のバランスの発展に応じて国際収支の発展が進むものとされている。これは、

国際収支統計と国民所得統計における恒等式関係（経常収支≡貯蓄−投資）からの説明である。しかし、国

際収支統計と国民所得統計は、元々統計上そのように作られており、これ自体「発展の段階」を説明するも

のではないであろう。段階説の仮説には、一国の資本主義の蓄積過程に一定パターンが存在するという論理

が必要である。国際収支の段階を示すと次のようになる。 

 第Ⅰ段階は「未成熟債務国」である。輸出産業の未発達と国内生産の未発達であり、貿易収支は赤字であ

る。国内貯蓄が不十分であるため、投資は海外からの資本に依存して進むとされる。そこで、長期資本（本

稿では直接投資収支でみる）は黒字であり、投資収益（本稿では所得収支）も赤字であり、経常収支も赤字

である。 

 投資は海外からの資本に依存して進むとされるが、高生産力国でも、経常赤字（貯蓄＜投資）国が存在す

るから、貯蓄投資関係だけでは説明できない。むしろ、この段階の海外からの資本輸入要因は、対外的に低

所得国＝低生産力段階のためである。 

 第２段階の「成熟債務国」と第３段階の「債務返済国」は、経済の発展とともに進む貿易収支の黒字化段

階である。貿易収支の黒字が投資収益の赤字を下回っていれば第２段階、上回れば経常収支が黒字に転じ、

第３段階となる。 

 第３段階の経常黒字化は貯蓄＞投資を意味し、国内への投資原資が蓄積される段階である。段階説では、

第３段階に貯蓄＞投資となれば即、長期資本赤字となる。しかし、長期資本の動向は、生産力水準と１人当

たり国民所得水準の対外的高位が大きな要因となる。つまり、経常収支の黒字化＝長期資本収支赤字化では

ない。債務返済は経常黒字化によって進む。しかし、長期資本収支の赤字化は、資本の有機的構成の高度化

と１人当たり国民所得における対外的高位を意味する。 

 第４段階は「未成熟債権国」である。貿易収支黒字を土台とした経常黒字の増大と、資本輸出の進展を条

件とした長期資本収支赤字の増大が特徴である。経常黒字には、資本輸出による投資収支の黒字増大も加わ

る。この段階は第３段階の構造を推し進めたものだが、長期資本収支赤字の増大が投資収益収支を黒字に転

じさせている点が前段階とは異なる。 

 第５段階は、「成熟債権国」である。この段階の特徴は貿易赤字化である。ただし、経常収支は投資収益

の増大のため黒字である。第４段階から第５段階への展開は、一国の輸出競争力の衰退を原因とする。しか



し、技術水準に関しては他国に追いつかれるという仮定は必然とはいえない。 

 第５段階の要件は１人当たり国民所得の高所得国化に求めなければならない。高生産力国は高付加価値生

産国（より生産的な国民的労働は、その生産的な自分の商品の販売価格をその価値まで引き下げるというこ

とを強制されない限り、やはり強度の大きい＝より多くの価値を生産する国民的労働として数えられるため）

であり、それは対外的に高所得国化を意味し、輸出の高費用化、輸入による国内品の競争力低下をもたらす。

この段階での資本行動は国内生産から対外投資による海外生産の一層の進展である。また、資本蓄積の増大

は内外問わず、証券への投資原資も増大を意味する。 

 第６段階の「債権取崩国」は、第５段階の傾向が一層進む。投資収益の黒字は維持されているが、貿易赤

字の一層の増大によって、経常収支は赤字に転ずる。長期資本収支は債権を回収する段階となり黒字に転化

する。なお、長期資本収支黒字化、本国回帰には資本としての合理性がなければならない。競争力低下によ

る敗退と資本回帰は想定可能であるが必然的とはいえない。 

 なお、元々の段階説では、貿易収支とサービス収支を合わせた項目を指標としている。しかし、本稿では

貿易収支のみを指標とする。経済発展に伴うサービス収支各項目における輸出入の方向性が必ずしも一定し

ないこと、「旅行」は既存の自然要因などにも左右されることが理由である。以下、各国の国際収支段階を

みていく。 

 

第２章 先進国（アメリカ、日本、ドイツ、イギリス） 

１ アメリカ 

 基本的には、第６段階＝債権取崩国状態が長期にわたって続いているが、第５段階が現れることもある。

アメリカは産油国であるため、二度の石油危機の時期には、貿易黒字または赤字縮小によって経常収支は黒

字化し、第５段階に回復した。また、湾岸戦争の先進諸国などから多額の戦争資金を得たため、経常移転収

支に大幅な黒字を計上した91年も第５段階となった。 

 なお、アメリカは先進国（＝高所得国）であり、これは、取りも直さず高付加価値生産国であることを意

味している。これは、２つの理由から海外への長期資本（直接投資）の輸出要因となる。すなわち、１つに

は一層の低コストの労働力を求めて、もう１つには進出先における一層の比較優位性条件の獲得のために、

自国より低所得国に対して資本が輸出される。これは、他の先進諸国にも共通する。 

 アメリカには、国際収支上もう１つ重要な要因がある。大戦後、アメリカは一貫して基軸通貨国である。

これは、ほとんどの国がアメリカに当座預金勘定を有して決済資金をプールしているということである。こ

れは、各国によるアメリカの証券市場を拡大させ、長短資本輸入による資本収支黒字という第６段階の促進

要因となっている。 

２ 日本 

 日本は長期に第４段階＝未成熟債権国状態であった。これまで、石油危機時期を除くと、変動相場や金融

自由化や一部の途上国の急激な成長による段階転換要因の登場にも関わらず、またこれほど安定的に１つの

段階が継続する国はほとんどない。その理由は、80年代までは、他の先進諸国と比較して長時間労働と低労

働分配率、多額の内部留保などによる輸出拡大であった。90年代に入ると、貿易黒字要因にバブル崩壊後の

長期不況を反映した輸入規模の低迷が加わる。80年代後半の円高は輸出産業の合理化を推し進めたのに対し

て、90年代半ばの円高は、海外生産動機を強める要因となった、という違いがあるが、これらは貿易収支が



逆調となる次段階への変化の兆候とみることもできる。 

３ ドイツ 

 ドイツは 70 年代後半以降、多少の変動はあるものの、第４段階＝未成熟債権国の時期が長い。明確な第

４段階は83〜90年、04年以降である。ただ、それ以外の時期についても、大部分の年が直接投資の出超（74

年までの３年間と 02〜03 年を除く）であり、第２次石油危機の時期と東西ドイツ統一による財政赤字と経

常移転収支赤字を原因として経常赤字が続いた91〜2000年までを除くと、経常収支は黒字である。さらに、

ドイツは貿易収支を赤字化させた年は皆無である。これは、欧州の中でも高生産性国であるドイツが欧州を

輸出市場として展開できる優位性を有するためである。言い換えれば、ドイツは、欧州内の最上位の生産性

国としての優位性を、強い経済的関係性をもつ欧州市場で展開できる条件をもつからこそ、長期にわたる第

４段階を維持できている。 

４ イギリス 

 イギリスは基本的に第５段階の成熟債権国から第６段階の債権取崩国としての特徴が併存していると考

えられる。第５段階は経常黒字を条件としているが、経常収支が黒字であったのは、77年と78年、80〜84

年の時期だけである。イギリスは高所得国であるから、基本的には、資本輸出国であり、所得収支も、89〜

91年を除くと黒字である。対象的に、直接投資の入超を条件とする第６段階は、05年と06年、09年と10

年のみである。2000年以降、不可逆的に第６段階に入ったのか否かは、もう少し状況をみる必要がある。 

 なお、84年版『経済白書』によれば、イギリスは82年までが第５段階の成熟債権国とされている。これ

は経常収支が、73 年〜76 年を除くと、所得収支の黒字を主要因として黒字化していることからの判断であ

ろう。しかし、高所得国の段階規定において重要なのは、直接投資の出超という特徴である。それは、第６

段階は、資本の輸入超過となる状況で債権が取り崩されている段階である。上記『経済白書』では、イギリ

スは大戦間期（26 年〜44 年）に第６段階を経験しているが、第一次大戦以前よりも金平価の変更、長期不

況、金融市場ロンドンなど、やや特殊な状況もある。 

 

第３章 東アジア諸国（中国、韓国） 

１ 中国 

 IMFによる把握可能な中国の国際収支統計は82年以降である。顕著な特徴は、直接投資の入超が全期間に

わたっていること、経常収支と貿易収支も大部分の期間（85〜89 年、93 年を除く）が黒字であることであ

る。中国の国際収支は、一方で直接投資入超という第２段階の特徴と、他方で海外市場向け商品生産による

貿易黒字による経常黒字という第３段階または第４段階の特徴を合わせ持つ。これは、中国が沿海部と内陸

部との間に極端な所得格差・生産性格差・産業構造格差を有していることが背景にある。すなわち、内陸部

から沿海部への安価な労働力供給によって海外からの資本進出と生産商品の海外輸出という特徴が併存す

る。 

 所得収支は、87〜88 年、83〜06 年は赤字、その他は黒字である。黒字期は第４段階と第２段階、赤字期

は第３段階と第２段階という２つの段階の特徴を持つ。しかし、現段階における特徴として重要なのは、直

接投資の入超と貿易収支黒字に基礎付けられた経常黒字である。 

２ 韓国 

 韓国の国際収支構造は急速に変化してきた。76〜85年の10年間は貿易赤字を基本的要因とする経常赤字



が続き、同時に、直接投資は多くの年（82年、83年、85年を除く）において入超、所得収支は全ての年に

おいて赤字が続いていた。この時期、直接投資の出超年はあるものの、基本的には第１段階の未成熟債務国

の国際収支構造である。 

 貿易黒字に基づく経常黒字が現れるのは、86年からである。ただし、90〜92年、94年〜97年は、貿易赤

字と経常赤字が再び現れ、97年までは第２段階と第３段階の特徴を合わせ持つ期間であり、第４段階への移

行期と捉えることができる。また、87〜89 年は直接投資入超に加えて所得収支赤字、90〜97 年は直接投資

出超であるが所得収支赤字が続いており、資本投資関連についても第２段階、第３段階の特徴となっている。

「漢江の奇跡」と呼ばれる成長期の特徴が、貿易収支より直接投資において明瞭に現れていることは留意す

べきである。 

 経常収支の貿易黒字を背景にした黒字化が本格的に定着するのは98年以降である。さらに、02年以降は

直接投資の出超と所得収支黒字も加わり、02年以降は第４段階の未成熟債権国としての国際収支構造に移行

したとみて良い。 

 

第４章 東南アジア諸国（インドネシア、マレーシア） 

１ インドネシア 

 際だった特徴は、全期間にわたる貿易収支の黒字と所得収支の赤字である。81 年〜97 年が第２段階の成

熟債務国、98年以降は第２段階も含みつつ、経常収支の黒字化を基調として、第３段階の特徴もみられる。

経常黒字という第３段階の特徴がみられたのは、アジア金融危機の翌年からであり、加えて、インドネシア

が経済的結びつきの強いASEANに属し、その中心的な地位とアジア危機後ASEAN諸国間の貿易を中心とする

経済連携が一層強化されてきた時期である。もう１つ、インドネシアは豊富な鉱物資源国であると同時に農

業国でもあり、資源国としての貿易黒字が基本となっている。 

２ マレーシア 

  特徴は直接投資入超（ただし 07 年以降は出超）と所得収支赤字がほぼ全期間続いていることであり、

途上国的な特徴である。他方、貿易黒字もほぼ全期間にわたっている。貿易収支は鉱物資源と農産物輸出に

よって工業化が本格化する以前から黒字が定着している。そして、直接投資の入超と所得収支赤字は第２段

階の成熟債務国としての特徴、貿易黒字期は第３段階の債務返済国としての特徴を合わせもつ。しかしなが

ら、所得収支の赤字が貿易黒字を上回る年は経常収支においても第２段階としての特徴である。資源国とし

ての条件を除けば、第２段階の特徴が97年まで続いていた。 

 ただし、マレーシアはASEAN諸国の中ではシンガポールほどではないが、１人当たり国民所得において他

の加盟国を大きく凌駕している。これは交通インフラ整備と重工業の充実、ＩＴインフラ整備などによる比

較的高い生産性達成の現れである。貿易黒字要因に工業製品輸出が加味され、98年以降の経常収支は黒字が

定着している。97年からは初めて直接投資の出超が現れており、資源国としての国際収支構造を脱しつつあ

るとみられる。 

 

第５章 BRICS諸国（ロシア、インド） 

１ ロシア 

 IMFがフォロー可能な国際収支統計は94年からである。 国際収支構造としては、直接投資の入超と所得



収支の赤字は、第２段階段階の特徴であるが、貿易黒字に裏付けされた経常黒字とは、第３段階の特徴であ

る。 

 ロシアは冷戦終了後の市場経済と資本主義原理の導入によって、様々な矛盾を孕んだ経済構造をもつに至

った。急激な市場経済化は、財政拡大と市場への生産物供給システムの機能不全による物価の急上昇を招き、

国際収支における経常黒字も大きく減少した。とはいえ、ロシアは１人当たりGDPから判断すると、先進国

とはいえないけれども発展途上国でもない。他方、ロシアは資源国であるということである。海外資本の進

出に誘因は低賃金労働力を目当てではなく、むしろ鉱物資源自体の誘因にある。 

 段階説では工業化という生産性上昇を背景とした１人当たり国民所得の上昇が資本輸入から資本輸出へ

の転換をもたらす。他方、経常黒字も、工業化を背景とした国内生産性の高まりによる貿易収支の黒字化に

よって達成されていく。ロシアの場合、１人当たり国民所得は、必ずしも途上国とはいえない水準に達して

いるにも関わらず、直接投資の入超と所得収支の赤字が続いていた。ロシアの国際収支発展は、あえていえ

ば、マレーシアやインドネシアに類似している。しかし、マレーシアの場合、１人当たり国民所得はロシア

の４分の３程度にも関わらず、より早く工業化によって直接投資の出超を達成し、第３段階に至っている。

ロシアは世界第２位の産油国あり、１０位以内の産出量をもつ鉱物資源は２０にのぼる一方、ある程度の所

得水準があり、発展段階の適用上注意が必要である。 

２ インド 

 インドについては、99年以降のみであるが、基本的特徴は明瞭である。それは直接投資の入超による外資

依存の工業化である。中国と大きく異なるのは、貿易収支が黒字化していないこと、そのために、経常収支

は基本的には赤字であることである。したがって、所得収支黒字の年があることを捨象すれば、基本的には

第１段階にある。 

 低所得国という条件は直接投資入超要因であるが、厳しい雇用規制や非効率的な財政政策などが生産性上

昇を妨げ、インフレをもたらしたことが貿易黒字化未達成の理由である。また、これと表裏関係ともいえる

が、最終消費支出のGDPに占める割合は、70％台後半〜80％台前半程度である。これに対して中国は50％台

後半〜60％台前半程度であり、インドの生産は海外消費よりも国内消費に向けられている。 

 

おわりに 

 現代における段階説の適用妥当性を整理しておく。「国際収支の発展段階説」の段階規定は、先進国と途

上国という大枠でみると概ね妥当する。以下は適用おける留意点である。 

 第１に、資本輸出の自由化による展開速度の速さについて。80年代からの資本取引の自由化は、途上国の

国際収支構造を急速に変化させた。その典型は韓国である。70年代後半から80年代前半に第１段階であっ

た国際収支は、80年代後半から90年代の第２段階と第３段階の併存的特徴をもつ過渡期を経て、2000年代

後半には第４段階に至った。国内経済構造からいえば、外資導入と工業化による急速な高所得国化であり、

国際収支構造の変化はその反映である。変化の速さは現代資本主義の特徴でもある。 

 なお、中国の国際収支も、変化の速さは共通している。ただし、中国は低所得の労働力供給を絶え間なく

供給できるという特異な条件を有する。そのため、経常黒字と直接投資入超が併存し、しかも 07 年以降は

所得収支黒字という状況も出現している。 

 第２に、金融の証券化による投資収益の不安定化について。近年とりわけ 90 年代に入って金融の証券化



が著しく進展した。所得収支には直接投資のみならず証券投資やデリヴァティブ収益が含まれる。証券投資

とその収益の特徴は、投資の入出超と収益の黒字赤字の短期的変化である。証券投資の投資規模は、直接投

資を大きく上回る場合も少なくない。資本の世界的展開の本格化は、架空的資本の膨張を伴う。国際収支構

造の変化も、このような証券投資状況の変化とその収益変化を含む。 

 第３に、資本の世界市場化の同質的要素でもあり反動でもある特定地域の経済連携について。特定地域の

経済連携は、資本のグローバル化の反動と反映である。一方で、クローバルな資本展開からの保護と地域の

相互協力的な発展から連携を強めるため、地域連携は資本の世界化の反動としての意味合いがある。他方で、

連携地域の国同士は取引制限の撤廃や資本の自由な展開という条件を有する。これは、資本活動上の国家概

念の後退であり、この意味では資本のグローバル化と同質である。 

 国際収支構造は、地域連携の加盟の有無と関わり方の度合に影響される。その典型はドイツとフランスで

ある。両国の国際収支の変化はEU統合の進展に応じたものになっている。また、ASEAN加盟国についても、

中心的なインドネシア、工業化とハイテク化が進展しているマレーシアなど地域経済連携の進展が国際収支

に反映されている。このような変化は段階説では考慮されていなかったと思われる。ただし、地域連携によ

る変化は必ずしも発展促進要因ばかりではない。 

 第４に、資源輸出国の段階規定についてである。資源国は、高所得国化＝高生産性国化を達成しなくとも、

貿易収支の黒字とそれに基づく経常黒字を達成し、経常収支項目については、容易に第３段階に至ることが

できる。つまり、資源国の場合には、直接投資の出超が恒常的に達成されているかが１つの判断指標となる。

資本収支には、進出海外資本の引上期に直接投資の出超状況が現れることもあるため、第３段階の見極めは、

出超の「恒常性」が重要である。ただし、非資源国であれば直接投資の出超となっているような１人当たり

国民所得でも、資源国では直接投資の入超状態となる場合がある。たとえば、１人当たり国民所得ではロシ

アより圧倒的に低いインドネシアはロシアよりも早い時期（98 年〜04 年）に直接投資の出超と第３段階が

出現した。この点も留意しなければならない。 
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